
分
析
に
貢
献
す
る
。
そ
の
結
果
、
生
じ
得
る
災
害
の

影
響
を
具
体
的
に
予
測
し
、
対
策
を
講
じ
る
こ
と
が

可
能
と
な
る
。

応
急
対
策
に
お
い
て
は
、
衛
星
や
ド
ロ
ー
ン
等
を

活
用
し
て
正
確
な
情
報
を
収
集
す
る
と
と
も
に
、
開

発
が
進
ん
で
い
る
Ｓ
Ｉ
Ｐ
₄
Ｄ

（
注
３
）を

活
用
し
、
関
係
者

間
の
情
報
連
携
を
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。
復
旧
・

復
興
段
階
で
は
、
作
業
の
効
率
化
等
に
優
れ
た
無
人

化
施
工
の
実
装
に
向
け
た
安
全
基
準
の
整
備
や
、
官

民
の
情
報
共
有
に
よ
る
被
災
者
の
支
援
等
が
重
要
で

あ
る
。予

測
さ
れ
る
災
害
に
対
し

﹁
事
前
復
興
﹂を
推
進

何
ら
の
対
策
も
講
じ
な
い
ま
ま
に
大
規
模
災
害
が

発
生
し
た
場
合
、
甚
大
な
被
害
が
生
じ
る
ば
か
り
で

な
く
、
復
旧
・
復
興
に
要
す
る
コ
ス
ト
も
膨
大
に
な

る
。
そ
こ
で
、
２
つ
の
事
前
復
興
を
一
体
的
に
進
め
、

予
測
さ
れ
る
災
害
に
備
え
る
べ
き
で
あ
る
。

₁
つ
目
の
「
準
備
し
て
お
く
事
前
復
興
」
で
は
、

復
興
マ
ニ
ュ
ア
ル
や
復
興
指
針
等
の
策
定
に
加
え
、

災
害
発
生
時
に
困
難
に
陥
り
や
す
い
高
齢
者
・
障
が

い
者
・
外
国
人
・
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
ー
等
へ
の
配

近
年
、
災
害
が
頻
発
化
・
激
甚
化
す
る
傾

向
に
あ
り
、
ま
た
、
南
海
ト
ラ
フ
地
震
、
富

士
山
噴
火
等
、
広
域
に
及
ぶ
桁
違
い
の
大
災

害
が
い
つ
起
き
て
も
お
か
し
く
な
い
。
こ
う

し
た
中
、
国
民
の
生
活
を
維
持
し
、
企
業
の

事
業
を
継
続
す
る
た
め
、
災
害
へ
の
備
え
は

喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

そ
こ
で
経
団
連
は
２
₀
２
₃
年
₄
月
、
提

言
「
大
規
模
災
害
に
負
け
な
い
持
続
可
能
な

社
会
の
構
築
─
国
土
強
靱
化
基
本
計
画

改
定
に
向
け
て
」
を
公
表
し
、
政
府
の
国
土

強
靱
化
基
本
計
画
の
改
定
を
見
据
え
、
優
先

的
に
取
り
組
む
べ
き
₅
つ
の
テ
ー
マ
に
つ
い

て
経
団
連
の
考
え
を
示
し
た
。
本
稿
で
は
提

言
の
概
要
を
紹
介
す
る
。

防
災
分
野
の
Ｄ
Ｘ
は
不
可
欠

発
災
前
の
段
階
に
お
い
て
は
、
セ
ン
サ

ー
・
Ａ
Ｉ
・
₃
次
元
情
報
と
い
っ
た
デ
ジ
タ

ル
技
術
を
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
活
用
す
る
こ
と

が
可
能
で
あ
る
。
ま
た
、
蓄
積
し
た
情
報
は
、

デ
ジ
タ
ル
ツ
イ
ン

（
注
１
）に
よ
る
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
を
通
じ
、
フ
ィ
ー
ド
フ
ォ
ワ
ー
ド

（
注
２
）や

予
兆

大規模災害に負けない持続可能な社会の構築
─国土強靱化基本計画改定に向けて

提
言

渡
わたなべ
邉健

けんじ
二

危機管理・社会基盤強化
委員長
NIPPON EXPRESS
ホールディングス会長

永
ながの
野 毅

つよし
副会長/危機管理・社会
基盤強化委員長
東京海上ホールディング
ス会長

安
やすかわ
川健

けんじ
司

審議員会副議長/危機管
理・社会基盤強化委員長
アステラス製薬会長
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で
あ
る
。
ま
た
、
Ｄ
Ｘ
を
活
用
し
て
地
籍
調
査
を
進

め
て
お
く
こ
と
が
、
被
災
後
の
ま
ち
づ
く
り
を
迅
速

に
進
め
る
こ
と
に
つ
な
が
る
。

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
強
靱
化
で

社
会
機
能
の
維
持
、
早
期
復
旧
を

被
災
後
、
社
会
機
能
を
早
期
に
復
旧
さ
せ
る
た
め

に
は
、
①
交
通
・
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
靱
化
、

②
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
で
の
事
業
継
続
力
の
強

化
、
③
国
・
自
治
体
の
連
携
推
進
や
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
不
可
欠
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
①
で
は（
ア
）幹
線
道
路
の
ミ
ッ
シ

ン
グ
リ
ン
ク
解
消
や
ダ
ブ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
、

（
イ
）港
湾
・
空
港
の
強
靱
化
と
広
域
連
携
、（
ウ
）マ

イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
等
に
よ
る
分
散
型
電
力
イ
ン
フ
ラ

構
築
、（
エ
）分
散
デ
ー
タ
処
理
に
よ
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
負
荷
軽
減
─
な
ど
が
必
要
で
あ
る
。

②
で
は
、
企
業
が
あ
ら
ゆ
る
災
害
に
際
し
て
守
る

べ
き
も
の
を
明
確
に
し
た
う
え
で
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ

ー
ン
全
体
の
「
多
元
化
」「
可
視
化
」「
一
体
化
」
を

進
め
る
と
と
も
に
、
自
治
体
と
の
災
害
時
応
援
協
定

の
締
結
を
通
じ
て
住
民
を
支
え
る
役
割
を
果
た
す
こ

谷国土強靱化担当大臣（中央）に提言を建議（４月1４日）する筆
者（永野）、左は工藤企画部会長

慮（
言
語
、
ハ
ラ
ー
ル
ミ
ー
ル
等
）に
つ
い
て
検
討
し

て
お
く
必
要
が
あ
る
。

２
つ
目
の
「
実
践
し
て
お
く
事
前
復
興
」
で
は
、

住
民
の
安
全
な
土
地
へ
の
居
住
誘
導
等
を
通
じ
、
災

害
リ
ス
ク
が
低
い
場
所
で
の
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
形

成
を
目
指
す
べ
き
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
規
制
的
な

手
法
に
頼
る
だ
け
で
な
く
、
公
共
施
設
を
拠
点
に
集

約
す
る
こ
と
に
よ
る
魅
力
的
な
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

や
、
国
の
「
防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
」
を
は
じ
め

と
す
る
事
業
・
制
度
の
拡
充
・
緩
和
を
検
討
す
べ
き

と
が
重
要
で
あ
る
。

③
で
は
、
国
、
地
方
自
治
体
の
役
割
と
権
限
を
明

確
化
す
る
と
と
も
に
、
住
民
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン
を
推
進
す
る
広
報
専
門
官
の
設
置
等
に
つ
い
て

検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

官
民
連
携
で
情
報
集
約
・
連
携
、

イ
ン
フ
ラ
の
維
持
・
更
新
・
運
営
を

気
象
情
報
な
ど
の
衛
星
デ
ー
タ
は
デ
ジ
タ
ル
技
術

を
活
用
し
た
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
基
盤
を
な
す
も
の
で

あ
り
、
事
業
者
が
活
用
し
や
す
い
か
た
ち
で
提
供
さ

れ
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
喪
失
す
る
と
深
刻
な
影

響
が
あ
る
行
政
情
報
や
医
療
情
報
に
つ
い
て
は
、
バ

ッ
ク
ア
ッ
プ
デ
ー
タ
の
管
理
な
ど
が
欠
か
せ
な
い
。

さ
ら
に
医
療
情
報
に
つ
い
て
は
全
国
医
療
情
報
プ
ラ

ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
創
設
や
電
子
カ
ル
テ
情
報
の
標
準

化
お
よ
び
電
子
処
方
箋
の
普
及
を
遅
滞
な
く
着
実
に

進
め
る
べ
き
で
あ
る
。

イ
ン
フ
ラ
老
朽
化
に
よ
る
事
故
は
、
対
策
を
講
じ

な
け
れ
ば
必
ず
起
こ
る
「
緩
や
か
な
災
害
」
で
あ
る

が
、
厳
し
い
国
家
財
政
の
も
と
で
既
存
の
全
イ
ン
フ

ラ
を
維
持
・
更
新
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
建
物
系

の
公
共
施
設
で
は
「
機
能
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
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【建設後50年以上経過する社会資本の割合（注１）（2020年度算出）】

2020年3月 2030年3月 2040年3月

道路橋
（橋長2m以上）
［約73万橋］

約30%

約55%

約75%

トンネル
［約1万1千本］

約22%

約36%

約53%

河川管理施設
［約4万６千施設（注２）］

約10%

約23%

約38%

下水道管渠
［約48万km］

約5%

約16%

約35%

港湾施設
（水域施設、外郭施設、係留
施設、臨港交通施設等）
［約6万1千施設（注３）］

約21%

約43%

約66%

高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、
建設後５０年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。
※施設の老朽化の状況は、建設年度で一律に決まるのではなく、立地環境や維持管理の状況等によって異なるが、
ここでは便宜的に建設後５０年で整理。

図表 社会資本の老朽化の現状

（注１）建設後50年以上経過する施設の割合については、建設年度不明の施設数を除いて算出。
（注２）国：堰、床止め、閘門、水門、揚水機場、排水機場、樋門・樋管、陸閘、管理橋、浄化施設、その他（立坑、

遊水池）、ダム。独立行政法人水資源機構法に規定する特定施設を含む。都道府県・政令市：堰（ゲート有り）、
閘門、水門、樋門・樋管、陸閘等ゲートを有する施設及び揚水機場、排水機場、ダム。

（注３）一部事務組合、港務局を含む。
出所：国土交通省

し
つ
つ
施
設
を
減
ら
す
方
法
」

を
、土
木
系
の
生
活・産
業
イ
ン

フ
ラ
は「
設
備
を
維
持
し
つ
つ
費

用
を
削
減
す
る
方
法
」を
模
索
し
、

施
設
整
備
へ
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ（Public

Private
Partnership

）・Ｐ

Ｆ
Ｉ（Private

F
inance

Initiative

）の
活
用
も
含
め
検

討
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

意
識
向
上
と
人
材
育
成
が

全
て
の
基
本

多
様
な
災
害
リ
ス
ク
を
抱
え

る
我
が
国
で
は
、
各
主
体
が
災

害
へ
の
意
識
を
高
く
持
ち
、
災

害
へ
の
適
応
力
を
高
め
て
い
く

必
要
が
あ
る
。
個
人
は
非
常
食

や
防
災
グ
ッ
ズ
の
準
備
な
ど
身

近
な
と
こ
ろ
か
ら
始
め
、
自
治

体
は
避
難
計
画
や
地
域
の
リ
ス

ク
マ
ッ
プ
の
策
定
、
防
災
訓
練

の
定
期
的
な
実
施
に
よ
り
、
住

民
の
防
災
意
識
を
醸
成
す
べ
き

で
あ
る
。

ま
た
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
・
復
旧
の
第
一
線
で
活
動

す
る
担
い
手
を
維
持
す
る
た
め
、
政
府
は
イ
ン
フ
ラ

整
備
、
更
新
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等
を
計
画
的
か
つ
予

見
可
能
性
の
高
い
か
た
ち
で
発
注
す
べ
き
で
あ
る
。

自
然
災
害
の
リ
ス
ク
に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
我
が
国

に
お
い
て
、
国
土
強
靱
化
は
経
済
活
動
と
国
民
生
活

を
両
立
す
る
た
め
に
取
り
組
む
べ
き
重
要
な
課
題
で

あ
る
。
現
状
、
国
土
強
靱
化
に
関
す
る
取
り
組
み
は
、

当
初
予
算
に
補
正
予
算
を
積
み
増
す
か
た
ち
で
措
置

さ
れ
て
い
る
が
、
各
事
業
の
事
業
費
と
事
業
期
間
を

国
土
強
靱
化
基
本
計
画
等
で
明
示
し
、
当
初
予
算
の

段
階
か
ら
事
業
費
を
措
置
す
べ
き
で
あ
る
。

強
靱
な
国
土
を
構
築
す
る
た
め
に
は
、
政
府
と
と

も
に
民
間
も
行
動
を
起
こ
さ
ね
ば
な
ら
な
い
。
経
団

連
と
し
て
も
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
な
ど
各
種
活

動
を
展
開
し
た
い
。

（
注
1
）デ
ジ
タ
ル
ツ
イ
ン
：
現
実
に
あ
る
建
築
物
や
街
、
自
然
の
地
形

な
ど
を
デ
ジ
タ
ル
空
間
上
で
〝
ツ
イ
ン
〟（
双
子
）の
よ
う
に
再

現
す
る
技
術

（
注
2
）フ
ィ
ー
ド
フ
ォ
ワ
ー
ド
：
過
去
を
振
り
返
り
改
善
す
る
フ
ィ
ー

ド
バ
ッ
ク
に
対
し
、
未
来
を
予
測
し
、
先
手
を
打
つ
考
え
方

（
注
３
）Ｓ
Ｉ
Ｐ
４
Ｄ
：「
戦
略
的
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
造
プ
ロ
グ
ラ
ム
：

Ｓ
Ｉ
Ｐ
」
の
一
環
と
し
て
、
２
０
１
４
年
か
ら
研
究
開
発
が
進

め
ら
れ
て
き
た
基
盤
的
防
災
情
報
流
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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